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EU (1958年EEC, 1967年Ec' 1993年EU）が発足して以来，法人企業課税の調和が共同体内
部の租税政策として重要な課題のーっとなっている。1）内部市場を目指してきた共同体にとって，
租税政策はできるだけ資源配分に対して中立的であることが要求され，なかでも特に資源配分への
影響が大きい法人所得課税にこの要請が強いからである。
欧州委員会は1960年以降法人企業課税の改革に取り組んできたが，近年までの税制改革の動向を
みる限りにおいては，加盟国の租税調整ないし調和に大きな前進があるようには見受けられない。
これは，加盟諸国の経済状態や財政上の習慣の相違によるところが大きいといえる。ところが， 1987
年の単一欧州議定書（SingleEuropean Act）において1992年末までに域内市場を完成させること
が決定され，それ以降，法人企業税制の中立’性への要請が一層強まったといえる。
こうした背景の下で欧州委員会は1991年，ルーディング（Onno Ruding）を委員長とする専門家
委員会にEUの法人企業税改革について検討するよう指示した。指示の主要な内容は，第1に，法
人企業課税および加盟諸国の税負担の差異が内部市場の機能に影響しているか否かを決定すること
であった。この課題は主として，投資立地および国際的利潤分配の意思決定に与える企業課税の重
要性を評価する問題である。第2に，もし法人企業課税の差異から歪みが生じていると判断されれ
ば，それを除去するためのあらゆる手段を検討するというものであった。これらには，共同体レベ
ルで行動を起こすための目標となる，最も適切な制度，課税ベース，法定税率の決定が含まれる。
第3に，異なる手段の聞に優先順位を付けること，また行動の実施時期を提案することであった。
委員会はこの指示に応えて1992年に報告書を提出したが，これがいわゆる「ルーディング報告」
である。この報告は，基本的に1990年代におけるEU域内諸国の法人企業課税の調整と調和のあり
方を勧告しているが，同時に，ク、ローパル化した経済におげる多国間の租税調整と調和に関して多
くの示唆を与える点で重要である。
本稿では，こうした観点、から，ルーデイング報告の分析と検討を通して，法人所得課税に関する
国際租税調整と調和のあり方や問題解決のための課題を検討することを目的としている。2)
第2節では，ルーディング報告の検討のための準備的考察として，法人所得課税に関する国際二
重課税と国際租税調整について検討する。第3節では，ルーディング報告の分析内容や勧告内容を
詳細に考察する。第4節では，ルーディング報告の批判的検討を行い，法人所得課税の国際調整と
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調和のための方策や課題について考察する。
2 法人所得課税の国際調整
ノレーディング報告が分析対象としているEUにおける法人所得課税の調整の問題は，多国間の租
税調整の問題であり，その大部分は独立国家間の租税調整の問題に他ならない。そこで報告の検討
に入る前に，法人所得課税の国際二重課税の問題とその調整方法について見ておくのが望ましいで
あろう。3)
2. 1国際租税調整
租税調整（taxcoordination）はいくつかの異なる意味を持ち異なる目的と関連している。4）また
租税調整の両極端が租税競合（taxcompetition）と租税調和（taxharmonization）である。まず，
租税競合は，政府もまた希少な資源を得るために競争する市場の参加者であるとみなす考え方で，
競合を通じて公共部門の効率性を高め，増高傾向にある租税負担を押さえることにより，経済発展
を促そうとする目的を持つ。この場合，海外からの直接投資をめぐって競合が過度に進めば，税率
の引き下げや課税ベースの縮小を伴う結果として税の浸食（taxerosion）が生じ，適正な税収確保
が困難になる危険を伴う。
次に，租税調和（taxharmonization）は，独立した諸国家の政府が税制の水準と構造，すなわち
課税される租税の種類や採用される課税ベースおよびそれらに適用される税率に関して協定を結ぶ
プロセスをさす。これにより，財・サービスの国家間移動に与える税制の影響を縮減できる他，協
定がない場合に比べて高い水準に租税負担を引き上げることも，低い水準にとどめることも可能に
なる。しかし他方では，税制の調和はカルテルと似て，各国の税の多様性（taxdiversity）を認め
にくいという特徴が指摘される。また，この調和をさらに押し進めると，税の均一化（taxuniform-
ity）あるいは，税の均等化（taxequalization）にまで発展する。
最後に，租税調整（taxcoordination）は，租税競合と租税調和の中庸をいく考え方で，各国の税
制の多様性を許容しつつ，自由な資本移動を阻害しない程度の調和をめざしている。どの程度の国
際租税調整ないし調和が望ましいかは，財・サービスや資本の国家間流動性が高いか否か，独立国
家間における調整か，あるいはEUのような共同体加盟国聞におげる調整か，といった点に依存し
て決まる。5)
2.2国際二重課税とその調整方法
国際二重課税は，法人企業の投資立地に影響を与えることにより経済活動を歪めることから，租
税の中立性基準の観点から重要な課題の一つである。ある納税者の所得が所得源泉国と居住国で課
税されるという国際二重課税は各国間の課税方法の違いにより生ずる。6）法人所得課税方法には，
法人の居住地を基準に課税する居住地主義（residenceprinciple），および法人所得の源泉地を基準
として課税する源泉地主義（sourceprinciple）の2種類ある。7）ただし現実の法人所得課税におい
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ては，一般的に居住地主義と源泉地主義との混合形態がとられているo この背景には，各国とも投
資立地の選択を歪めないことと所得源泉で課税することとの両面に関心をもっていること，別言す
れば資本輸出中立性（CapitalExport Neutrality）と源泉地課税の二重の目的をもっていることが
ある。8)
ところで，異なる 2カ国を想定する場合，この2カ国が互いに異なる課税方法を用いる時に国際
二重課税が発生する。以下では， 2カ国AとBを例に理論的に望ましい国際調整方法を示す。9)
ただし， AとBの法人企業が両国において所得を得る結果，両国間に相互の資本所得フローが存
在する，また簡単のため法人企業の所得は 1ドルとそれぞれ想定する。
(1) 統合所得税制度を有する共通税率による源泉地主義課税
個人の配当所得に対する所得税がいわゆる法人税と二重課税を引き起こさない，すなわち所得税
と法人税の統合制度が機能しているとき，国内法人所得税は個人の配当所得税に対する源泉徴収税
の役割を果たしていることになり，配当所得税から控除される。 AとB双方の源泉地主義の下での
法人税率は共通しており，おのおのしとする。法人の居住国の個人所得税率を trC法人税額控除を
前提している）とすると，統合所得税制度の下で源泉地主義課税を行う場合の実効税率 tは，一般
に以下のように個人所得税率trに等しくなる。
t = ts+ (tr-ts) 
二 tr 
このとき，法人税率tsは完全に除去されており，国際二重課税も発生していない。したがって，所
得税の完全統合制度を有し，かつ共通税率をもつような源泉地主義課税においては，投資立地中立
性の基準を満たす。
(2) 統合所得税制度がない共通税率による源泉地主義課税
この場合実効税率 tは一般に次のように表される。
t = t s十 tr ( 1 -ts) 
t rは両国間で共通した税率だから， tを決定する変数はしすなわち法人の居住国の個人所得税率
だけと考えてよい。この場合も投資立地中立性の基準を満たす。
(3) 統合所得税制度を有する居住地主義課税
統合所得税制度の下で法人の全世界所得に対して居住地主義課税が行われ，外国税額が控除され
る場合を想定する。居住国をAとし，自国法人税率を tA，自国個人所得税率を tn B国法人税率を
t Bとすると，実効税率tは一般に，
t=tA-ts+t r一（ t A -t B) 
=tr 
と表すことができる。ただし tBは外国税額控除限度率以下とする。この場合，投資立地中立性は満
たされている。
(3) 統合所得税制度がない居住地主義課税
この場合，実効税率tを表す一般式は得られず，したがってかかる法人所得税は投資立地中立性
基準を満たさない。
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以上より明らかになった規範的モデルが有する各条件と投資立地中立性基準との関係をまとめる
と以下の表のようになる。
課税方法 個人・法人所得税の統合 2国間の投資立地中立性
共通税率による 統合あり 達成されうる
源泉地課税 統合なし 達成されうる
外国税額控除と 統合あり 達成されうる
居住地課税 統合なし 達成されない
3 ルーディング報告
ノレーディング委員会が取り組んだ課題は以下のようなものである。10)
(1) 法人企業課税およびEC加盟諸国の税負担の差異が内部市場の機能，とりわけ投資に関する意
思決定と競争に対して重要な歪みを引き起こしているか否かということである。この課題は主と
して，投資立地および国際的利潤分配の意思決定に与える法人企業課税の重要性を評価する問題
である。
(2) もし法人企業課税の差異から歪みが生じていると判断されれば，それを除去するためのあらゆ
る手段を検討するということである。これらには，歪みは市場の力と各国租税制度間の競合と相
互作用を通じて軽減あるいは除去されるのか，また，共同体レベルにおいて，このような歪みを
除去あるいは軽減する方法はどのようなものかといった問題が含まれている。具体的には，共同
体レベルで行動を起こすための目標となる，最も適切な制度，課税ベース，法定税率はどのよう
なものかということである。
(3) 異なる手段の聞に優先順位を付けること，また行動の実施時期を提案することである。
E C委員会のこの課題に対するルーディング報告の回答は次のようなものである。
(1) 企業の生産活動の立地決定にとって租税は重要な要因である。加盟国間の法人税の差異に起因
する重要な歪みは確かに存在しており，疑う余地はない。
(2) 市場の力と各国間の租税制度間競合にまかせておくならば，各国の政治経済的思惑に翻弄され
るか，あるいは際限なき租税競争の結果，十分な税収を得られないという結果を招くであろう。
したがって，共同体レベルでの行動が不可欠である。また，共同体レベルでの行動は， EC内部
市場における自由で公正な競争が実現するための最低限のコンディション作りに限定されるべき
である。これは，基本的な最低限のルール，最低限の税率，越境行動の障害の除去を意味してい
る。また，このためには租税政策の透明性が重要である。
(3) 二重課税を除去するための諸手段の実施時期は， PhaseI , Phase I, Phase IIの3局面に分類
できる。 PhaseIは，緊急を要し1994年末までに実施すべきである。これには，税制上の取り扱い
の差異を除去するための手段としての，国境問利潤フローに対する租税措置の相互調整による負
担軽減，，利子・ロイヤルティの取り扱いの相互調整，移転価格制度の相互調整，減価償却やリー
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スの取り扱いの相互調整などが含まれる。 PhaseIは， EMUの第2局面の聞に実施すべきであ
る。これには，法定税率の共通化（最低税率30%，最高税率40%），事業経費や資本利得の取り扱
いの相互調整，非法人企業税制の包含化，企業課税における国税と地方税との間の調整などが含
まれる。 PhaseIIは，完成したEMU制度と整合するための手段である。これには，共同体に共通
の法人税制を導入することが含まれる。
以下では上記の 3つの回答が導き出された過程を分析する。実効税率の共通化が域内資本移動に
及ぼす効果はどの程度あるのか，この共通化勧告を可能にしたEC加盟諸国の税制に見られる特徴
は何なのか，こうした諸点を明らかにすることがこの節の主眼である。
3. 1税制の差異とそれに起因する歪み
最初に，「企業の生産活動の立地決定にとって租税は重要な要因である。加盟国間の法人税の差異
に起因する重要な歪みは確かに存在しており，疑う余地はない」という結論について，ルーディン
グ委員会はどのような分析を踏まえて上記の結論に到達したのかを以下にみていく。
3.1.1 E U域内の税制の差異
まず，ルーディング委員会が見いだしたEC域内における法人税制の差異とはどのようなものだ
ったかということである。それらの差異は，端的に言って，主に法人税率と課税ベースの算定方法
にみられた。法人税率については，表3-1にみられるように，域内ではおよそ34%から57.5%の間
にある。
課税ベースの算出については異なる税制のもとで似通った方法がとられている。事業や貿易を含
む全ての源泉から得られる所得が課税ベースに含まれる。しかし，所得概念が定義されていること
は通常はなく，企業会計の原則を基礎として計算されることが多い。ベルギー，フランス，スペイ
ン， ドイツ，ギリシャ，ルクセンプノレグpそしてイタリアといったEC加盟国では年度会計によって
課税ベースが計算される。一方，デンマークやアイルランド，オランダやイギリス等では企業会計
と税務会計の聞に明確な関連付けはなく，課税目的の利益を算出するためには法律による修正が必
要となる。
一般的な原則は，課税所得の獲得のためにあるいは企業活動で資産の保全目的に使われた経費の
控除に関するものである。
インフレ修正に効果的とされる方法はいくつかあり，どれを採用するかは国によって異なってい
るが，どれも完全に修正に成功しているとはいえない。しかし，投資所得に対する実効税率がイン
フレ率に左右されないためには不可欠である。インフレ修正はまた，減価償却や資産，労働資本の
調整などの取扱いとも密接に関連している。
現実には，しかし，いくつかの方法を組み合わせることにより，真の所得への課税という目的は
殆どの国で達成されているといえる。例えば，減価償却方法と償却率は選択可能だが償却限度額は
歴史的原価に基づき算出されるなどである。資産の取扱いに関しては，いくつかの国で採用されて
いるLI FO （後入先出法）によって在庫コストに対するインフレの影響が幾分か抑えられている。
-98- 研究年報第四H巻
表3-1 E C域内の法定法人税率（1991年1月1日現在） （%） 
中央政府 州政府等 地方政府 全体税率1
域内加盟国
ベルギー2 39 39 
デンマーク 38 38 
ドイツ 50 1511 57.5 
363 1511 45.6 
ギリシャ 467 467 
スペイン 35 1.55 35.34 
プランス 34 34 
423 423 
アイノレランド 43 (10) 4 一 43(10)4 
イタリア 36 16.2 47.83 
ルクセンプルグ 33 9、09 39.39 
オランダ 358 35 
ポルトガル 36 3.6 39.6 
イギリス2 34 34 
域外諸国
オーストリア 30 12.9 39 
カナダ2 38(23.84)9 11.9 49.9(35.74) 
日本 37.5 12+6.92 49.98 
12+6.06 47.28 
スウェーデン 30 30 
アメリカ 34 6.510 38.3 
スイス2 3.63-9.86 4.32-12.96 5.56-16.686 13.51-39.44 
1.多くの場合の全体税率が各段階の税率の単純合算値と合致しない理由は，州税率や地
方税率が中央政府による税額算出時に控除されているか，あるいは異なる課税ベースに
基づいて算出されるためである。
2. これらの国は所得が一定額を下回る法人に対しては低い税率を適用している。
3.配当所得に対して課される（92年1月1日よりフランスでは34%）。
4.工業分野とある種のサービス（国際金融サービスとシャノン自由空港開発区域に関す
るプロジェクト）に対しては10%，それ以外は43%。
5.商務庁長官が課す。
6.累進税率による。
7.活動や状況、さらに投資の性格（生産的かどうか）により異なる。
8.高い方の40%の税率は所得のうち最初の250OOOHFLに対して適用される。
9.工業分野に対しては23.84%が，それ以外は38%が課される。
10.地方政府分の10%が含まれる。
11.地方によって13%から21%の間で異なる。 15%は平均値を表している。
資料： Commissionof the European Communities (1992) , p.64, Table 3 .1. 
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表3-2 圏内投資の資本コスト
国名
各資産平均 各資金調達方法の平均
全平均
建物 機械 商品 留保 新株 借入
ベルギー 5.4 4.2 8.3 6.9 6.9 2.8 5.4 
デンマーク 6.0 5.3 6.8 7.2 7.2 3.2 5.8 
ドイツ 5.1 5.2 6.9 8.8 2.2 1. 4 5.6 
ギリシャ 5.0 4.8 5.9 7.1 2.7 2.7 5.1 
スペイン 5.7 5.5 7.9 7.5 7.5 3.5 6.1 
フランス 5.4 4.6 7.3 7.0 3.5 3.5 5.4 
アイルランド 4.9 5.0 5.5 5.4 5.0 4.6 5.1 
イタリア 6.7 5.5 6.3 8.8 2.6 2.6 6.0 
ノレクセンプノレグ 6.9 4.9 8.4 7.8 7.8 3.4 6.2 
オランダ 6.0 5.2 6.2 7.0 7.0 3.2 5.7 
ポルトガル 6.1 5.2 6.4 7.3 7.3 2.9 5.7 
イギリス 5.8 5.2 7.4 7.4 4.7 3.7 5.9 
E C平均 5.8 5.1 6.9 7.3 5.4 3.1 5.7 
オーストリア 5.4 4.0 8.3 6.8 6.8 2.6 5.3 2.7 
カナダ 6.4 5.3 7.6 7.7 5.5 3.8 6.1 
日本 7.0 5.9 7.2 8.7 8.7 2.4 6.5 
スウェーデン 5.1 4.5 6.3 6.4 4.3 3.1 5.0 
スイス 5.7 5.1 6.0 6.5 6.5 3.5 5.5 
アメリカ 6.6 5.2 6.4 7.4 7.4 3.1 5.9 
個人所得税はなし。インフレ率は3.1%。加重平均法。標準偏差は単位なし。
資料： Commissionof the European Communities (1992) , p.80, Table 4 .1. 
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（%） 
標準偏差
2.5 
2.0 
3.8 
2.2 
2.1 
2.1 
0.5 
3.1 
2.5 
1.8 
2.2 
1.9 
2.2 
2.1 
3.1 
1. 7 
1.5 
2.2 
インフレ修正は複雑であり，それゆえに現実にとられている方法はシステマティックとはいえない
ことが多い。
3 .1. 2 税制の差異から生ずる歪み
法人所得税が企業の投資立地決定に重要な影響を与えるか，言い換えると税が投資決定に対して
歪みを生じさせているかといったことをみるための指標として資本コスト概念がある。この資本コ
ストは，企業が投資後に一定の税引後収益率を得るためにはどれだけの税引前収益率をあげること
が必要になるかで表される。一定の税引後収益率を得るために必要とされる税引前収益率が高けれ
ば，税による投資決定に対する歪みが大きいということになる。その場合は，投資に対する税の中
立性はかなりの程度損なわれていることになり，その国に対する投資への障害となっている可能性
が高い。
ノレーディング報告では， EC加盟国全てにおげる資本コストを調べることにより，ある加盟国か
ら別の加盟国への投資がどの程度税によって歪められているかを明らかにしようとしている。つま
り，法人所得税制の加盟国間の差異によって，投資参入障壁が存在するのか，その程度はどのくら
いなのか，各国聞によってどの程度障壁の高さは異なるのかなどを示している。しかし，ある特定
の国に対して投資決定をする場合でもその投資対象がどのような資産なのか，あるいは投資に必要
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とされる資金の調達方法はどのような形態をとるのか，あるいは貯蓄に対する税制上の取扱いがど
のようなものであるのかなどの差によって資本コストはさまざまに異なってくる。そこで，報告書
ではまず各国の国内投資における資本コストを投資対象資産の種類と資金調達方法によって別々に
算出し，これらの平均値を各国の国内投資にかかる資本コストとしている。なお，資本コスト算出
に使われた税引後収益率は1991年現在のEC加盟12カ国の政府長期債の平均利子率である 5%とし
ている。その結果は以下の表3-2の通りである。
表3-2は国内投資の場合における資本コストを表している。この表からわかる通り，各国別ある
いは投資対象別，資金調達方法別に税引後収益率5%をえるために必要とされる税引前収益率，す
なわち資本コストはさまざまに異なっている。例えば全平均でみると，ベルギーの国内投資から税
引後5%の収益率をえるためには税引前収益率が5.4%必要であるのに対し，ルクセンブルグのそれ
は 6.2%を必要としていることがわかる。また資産別にみると，ベルギー国内では建物に対する投
資の場合は5.4%，機械の場合4.2%，商品の場合8.3%の資本コストがかかることになる。また，資
金調達方法ごとに資本コストをみると，ベルギー圏内では留保資金，新株発行の場合ともに6.9%
が，借入の場合で2.8%が必要とされ，調達方法の差異により資本コストが大きく異なることがわか
る。
／レーディング報告では，国内投資の場合の資本コストの差異は以上のように確認されており，さ
らにー圏内の投資の場合でも，投資対象や資金調達方法の違いから資本コストは大きく変化してい
ることが明らかである。このことは，こうした要素の種類ごとに税が与える影響の程度が異なって
いることを意味している。つまり，各国間での税制の統ーが無い場合は，投資対象決定や資金調達
方法の決定に対しても税は中立的ではなくなるということである。
次に，国内投資からEC域内での各加盟国間の投資にかかる資本コストへと目を転じてみること
にする。圏内投資の資本コストに関する表3-2で表されている全平均と同じ算出方法で，今度は加
盟国間の平均資本コストをみてみる。それは表3-3に示される通りである。
表3-3で左欄の国名は親会社の居住国を表している。一方，上欄の国名は投資先国つまり子会社
の存在する国を表しており，所得の発生国でもある。親会社は子会社の株式を100%所有するものと
する。先の国内投資の場合と同様，表中の資本コストは税引後利益率5%をえるために必要とされ
る税引前収益率で表している。例えば，ベルギーに居住する親会社が，デンマーク子会社を通じて
税引後収益率で5%を得ょうとするとき，必要とされる資本コストは6.7%になる。対照的に，同じ
ベルギーの親会社がオランダ子会社を通じて税引後収益率5%を得ょうとする際に必要な資本コス
トは6.1%となり，デンマーク子会社の場合にくらべて0.6%少なくてすむことになる。いいかえれ
ば，資本コストに占める税の構成部分は，ベルギー親会社の場合，デンマーク子会社を通じれば1.7 
%となるが，オランダ子会社を通じた場合1.1%となる。このことは，ベルギーに居住する親会社に
とってデンマークよりもオランダの方が魅力的な立地国であることを意味している。さらに，表3
-3に表されている情報は表3-4に集約することができる。
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表3-3 E C域内の二国間投資にかかる資本コスト （%） 
源泉国
ベル｜γ アイ イタ ルクオZポル｜イギギーマーツ シャインンス ノレラ リア センン トガリス
ク ンド プル ル
グ
居住国
ベルギー 5.4 6.7 6.2 5.4 7.5 7.0 5.6 7.2 6.5 6.1 7.2 6.4 
デンマーク 6.6 5.8 6.1 6.5 5.6 6.5 5.3 6.7 6.4 5.9 5.7 5.9 
ドイツ 7.7 7.5 5.5 4.9 7.2 7.7 6.1 9.5 6.9 7.4 8.1 6.9 
ギリシャ 6.7 9.3 6.5 5.1 8.8 10.3 9.1 7.4 6.5 6.4 8.4 7.0 
スペイン 6.6 6.7 6.4 6.5 6.1 7.2 6.7 7.0 6.7 6.3 6.0 6.7 
フランス 6.2 6.0 5.2 6.0 7.2 5.4 5.4 6.7 6.5 6.2 6.5 6.4 
アイノレランド 6.6 6.7 6.4 11.7 14.2 7.3 5.1 6.8 7.0 6.8 14.0 7.3 
イタリア 7.2 7.7 5.4 7.2 8.5 9.5 9.6 6.0 8.0 8.3 7.6 9.0 
ルクセンプルグ 6.4 6.5 6.4 6.5 7.0 7.0 5.5 7.1 6.2 6.3 7.7 6.2 
オランダ 6.1 6.2 6.4 5.7 7.0 7.0 5.5 6.3 6.7 5.7 8.4 6.2 
ポルトガル 6.6 6.7 6.4 10.9 7.0 7.6 8.4 7.1 9.5 11.1 5.7 7.0 
イギリス 5.9 6.0 5.9 5.9 6.9 7.0 7.0 6.1 6.5 6.2 6.6 5.9 
子会社の資金調達は子会社自身の留保資金，親会社の新株発行，親会社からの借入がそれぞ
れ3分の 1ずっとする。全加盟国のインフレ率は3.1%，実質利子率は 5%とする。個人所得
税はなし。親会社は借入，新株発行，留保所得の加重平均の中から資金調達を行うものとす
る。
資料： Commissionof the European Communities (1992) , p.83, Table 4. 4. 
表3 4の左端欄の資本コストは各国の純粋な国内投資の場合の資本コストであり，表3-2の「全
平均J，および表3-2の左上から右下への対角線に表れている数値に等しいものである。第2欄は
当該国から他のEC加盟諸国へ投資がなされる場合の各資本コストの平均値（園内投資の資本コス
トは除く）を示している。第3欄は他のEC加盟諸国から当該国へ投資がなされる場合の各資本コ
ストの平均値（この場合も圏内投資の資本コストは除く）である。
フランスの企業が他のEC加盟諸国へ投資する場合の平均資本コストは6.2%であるのに対し，他
のEC加盟各国がフランスへ投資する際の平均資本コストは7.6%と高くなっている。フランスの企
業がフランス国内で投資する場合の資本コストは5.4%であるから同じ企業が他のEC加盟諸国へ
投資する場合0.7%多くのコストを強いられることになり圏内投資に比べて不利に扱われているこ
とが明らかになる。また他のEC加盟国の企業がフランスで投資しようとする際の資本コストは7.6
%とフランス企業による国内投資よりも2.2%高いコストを要求されやはり不利であることがわか
る。このとき，前者の例では輸出資本中立性が達成されておらず，後者の例では輸入資本中立性が
損なわれているということができる。この場合，フランス企業によるプランス国内投資の資本コス
トである5.6%からどの程度希離しているかによって，どのくらい資本輸出中立性あるいは資本輸入
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表3-4 E C加盟各国の平均資本コスト 1 （%） 
国名 国内資ト本
平均資本コスト 2 標準偏差
コス 対平外均投資 l 対平均内投資 対平外均投資 l 対平均内投資
ベルギー 5.4 6.5 6.6 0.7 0.5 
デンマーク 5.8 6.1 6.9 0.4 0.9 
ドイツ 5.6 7.3 6.1 1.1 0.4 
ギリシャ 5.1 7.9 7.0 1.3 2.1 
スペイン 6.1 6.6 8.0 0.3 2.1 
プランス 5.4 6.2 7.6 0.5 1.1 
アイルランド 5.1 8.6 6.7 2.9 1.5 
イタリア 6.0 8.0 7.1 1.1 0.8 
ルクセンブ‘ルグ 6.2 6.6 7.0 0.5 0.9 
オランダ 5.7 6.5 .7 .0 0.8 1.5 
ポルトガル 5.7 8.0 7.9 1.6 2.1 
イギリス 5.9 6.4 6.8 0.4 0.8 
E C平均 5.7 7.1 7.1 1. 0 1. 2 
オーストリア 5.3 6.7 6.7 0.5 1.1 
カナダ 6.1 7.1 8.2 0.7 1. 6 
日本 6.5 7.6 8.2 0.4 1.6 
スウェーデン 5.0 6.5 6.4 0.5 1.5 
スイス 5.5 6.4 6.7 0.6 1.0 
アメリカ 5.9 6.7 7.5 0.4 1. 7 
1.子会社の資金調達は子会社自身の留保資金，親会社の新株発行，親会社からの借入が
それぞれ3分の 1ずっとする。全加盟国のインフレ率は3.1%，実質利子率は 5%とす
る。個人所得税はなし。親会社は借入，新株発行，留保所得の加重平均の中から資金
調達を行うものとする
2.平均資本コストは， EC加盟各国への投資にかかる資本コストの平均，およびEC加
盟各国か らの投資にかかる資本コストの平均である。 EC非加盟国の平均資本コス
トも， EC加盟各国への投資にかかる資本コストの平均，およびEC加盟各国からの
投資にかかる資本コストの平均である。
標準偏差は単位なし。
資料： Commissionof the European Communities (1992) , p.84, Table 4. 5. 
中立性から遠ざかっているかが推し量られることになる。
以上に示した各国の多様な資本コストから，国ごとに参入障壁が異なること，つまり各国の税制
の違いは投資立地決定に重要な歪みを与えていることが明らかである。こうした諸点に基づいてル
ーディング委員会は，「企業の生産活動の立地決定にとって租税は重要な要因である。加盟国間の法
人税の差異に起因する重要な歪みは確かに存在しており，疑う余地はない」という結論に達したと
いえる。
3.2市場の力か共同体レベルでの行動か
ノレーディング委員会は租税調和に関して，「市場の力と各国間の租税制度間競合にまかせておくな
らば，各国の政治経済的思惑に翻弄されるか，あるいは際限なき租税競争の結果，十分な税収を得
られないという結果を招くだろう。共同体レベルでの行動が不可欠である」と結論している。では，
どのような分析と検討の結果，上記の結論に到達したのであろうか。それを以下でみることにする。
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政府間の租税競争の過程は源泉地主義法人課税の衰退を招くことになるという議論がある。しか
し，居住地主義資本所得課税が存続しうるのは，国外源泉所得に対する居住国課税を可能にするよ
うな政府間の十分な情報交換が存在する場合に限られており，各国間での情報交換がなければ，事
業所得税や資本所得税をまったく課さない方が各国の利益となるであろう。
このような結果は，とくに借入のような間接投資所得に対する課税の場合に説得力をもつようで
ある。なぜなら借入手段に対する間接投資の国際移動性は極めて高く，かかる形態の投資は租税要
素に対して非常に敏感であり，この分野における国際租税調整がなげれば各政府の利子所得課税能
力を段階的に浸食することになるだろう。事実，もしEUと他の諸国の間でかかる協力が存在しな
ければ， EU内で情報交換が増大していることを考慮、にいれてさえ，効果的な課税には十分といえ
なくなる。しかし，一方でこうした議論は配当に対する間接投資に対してはやや弱い。それは配当
源泉がリスクを避けて国際的に多様化することから得られる所得は利子所得に比べて高いためであ
り，このことから配当に関わる資本は租税要素に対してやや敏感ではないことが窺える。
したがって，源泉地主義法人課税がゼロに至るという議論はやや説得力にかける。これはたとえ
ば，別の場所に移るために必要な適応コストなどのために，部分的には完全な資本移動性が欠落し
ているといった要素のためである。こうした資本移動性の部分的欠落という議論は製造業に対する
投資については有効だ、が，比較的資本移動性が高い金融サービス投資に対しては弱い。しかし，居
住国に存在する外国税額控除制度のためでもあり，租税輸出の誘因や機会を源泉固に与えることに
なる。さらには事業立地によってのみ生じる超過所得に対して源泉国が課税する可能性が存在する
かもしれない。
国際状況下において法人所得課税よりも利子所得課税のほうが困難を有しながらも，増大する資
本移動性には法人課税システムが，リスクを伴う株式発行による資金調達よりも借入金による調達
を好むという傾向を推し進めるという可能性が存在しており，これにより法人課税ベースが浸食さ
れているかもしれない。しかし，当然ながら借入による資金調達の程度には限界が存在している。
株式発行を伴う資金調達に対する差別の可能性は増大しており，間接投資所得における課税調整を
図ることなく租税競争の中立化を行うことに加盟各国が合意すれば，その可能性は大きなものにな
ろう。
上記の議論から，ルーディング委員会は国外投資所得を間接投資による利子所得，間接投資によ
る配当所得，さらに直接投資所得に分類し，間接投資による利子所得は租税要因に対して極めて敏
感であり，同時に資本移動性も高いことから源泉地主義課税は難しししたがって当該所得に対し
ては居住地主義課税による調整が適当であると結論付けている。一方，間接投資に対する配当所得
はやはり租税要因に対しである程度敏感で、はあるものの，利子所得ほどではない。これは，利子所
得を得るよりも配当所得を得るために必要なリスク分散の程度が大きいとされるためである。この
リスク分散の必要性から，利子所得に対する投資ほどには，配当所得に対する投資は租税要因によ
って移動することは少ない。したがって，源泉地主義課税が採用される余地は残されており，同課
税方法によって租税競争が発生し，その結果課税所得が浸食される恐れは小さいといえる。さらに，
直接投資の場合は経営参加が目的の投資であるため，ある立地に対する投資にはその立地に対する
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適応コストも計算に入れられる。こうした適応、コストは立地が変わるたびに新たに負担しなくては
いけないことから，短期的あるいは中期的には資本移動は起こりにくいのが通常である。したがっ
て，このような投資所得に対しては源泉地主義課税による調整は有効な手段であるといえる。
一方で、，このような資本所得に対する源泉地主義課税が行われるならば，各国は他国からの資本
流入を促すために競争してより低い実効税率を設定するだろう。もし，各国が一斉にこのような租
税競争に突入すれば，国際租税調整から得られるより好ましい税収を下回るような結果しか得られ
なくなる。したがって，源泉地主義による資本所得課税の実施には，租税競争を避けるためにも最
低限の共同体レベルでの調整が必要になるという結論が得られる。
3.3ルーディング報告の勧告内容
lレーディング報告が示唆する「最低限のコンディション」とはどのようなものかを知るために，
以下でその勧告内容をみることにする。11)
3. 3. 1国境所得フローに対するこ重課税の除去
ーイ也国に居住する親会社に対する子会社からの支払い配当への二重課税の除去一
（子会社から親会社への配当に対する源泉国による源泉課税の除去）
(1）親子会社問指令の適用範囲をその法的形態に関係なく法人所得税の対象となるすべての企業にま
で拡大する（PhaseI ）。次に，同指令は所得税対象のすべての企業にまで適用範囲が拡大されるべ
きである（PhaseII)。
(2）親子会社間指令にある適用対象となる親子間株式保有率の実質的な引下げがなされるべきである
(Phase I ）。
（配当源泉課税）
(3)E C居住企業の支払配当に対して30%の共通源泉税を課すような指令案をEC委員会は提示すべ
きである。
（親会社の居住国による二重課税の除去）
一異なる加盟国間での支払利子・ロイヤルティに対する源泉国による二重課税の除去一
(4）利子・ロイヤルティ指令案は採択されるべきであり，指令適用範囲は企業聞のすべてのかかる支
払いを網羅するまで拡大されるべきである。そして指令はこれに対応する所得が域内受取者側で効
果的に課税されるような方法をもりこむべきである（PhaseI）。
一移転価格問題から生じる二重課税－
(5）全加盟国は調停協約に批准すべきである（PhaseI ）。
(6)E C委員会は加盟国とともに，加盟国が適用できるような適当な移転価格のルールや方法を確立
すべく行動に移すべきである（PhaseI ）。
→也国に立地する支店や子会社から生じた親会社の損失の相殺－
(7）他国に立地する恒久施設や子会社の損失に関する指令案を各国は適用すべきである（PhaseI ）。
(8）全加盟国は一国レベルでの企業グループ内における損失の垂直的水平的な完全相殺を導入すべき
法人所得課税の国際調整と調和 -105-
である（PhaseII)。
(9）また，指令案の適用範囲を域内企業グループすべてにまで拡大できるようにすべきである（Phase
II）。
一租税条約一
(10）加盟国は，条約非締結国聞におけるこ国間条約を締結するだげでなく，その適用範囲が限定され
るところにおいても締結すべきである（PhaseI ）。
(!DE C委員会は加盟国とともに域内のみならず第3国との間も踏まえた二重課税対策についての姿
勢を定めることを目的として行動に移すべきである（PhaseI ）。
3.3.2法人税一法人税システムー
他の加盟国で得られた利益からの配当に対する課税における差別は現存しており，これは除去さ
れなくてはならない。この目的のためには，
(12) ( i ）他の加盟国から得られた利益の分配に対してインピュテーション課税をしている加盟国は，
相互主義により，子会社からの配当に限り，あるいは恒久施設から得られた利益に関しては，この
税が他国で支払われた法人税をもって控除されることを認めなくてはならない（PhaseI）。そし
て，
(13) ( i ）圏内企業から国内株主への支払い配当に対して様々な形態で課税軽減を設けている加盟国は，
相互主義により，他加盟国の企業から直接国内株主へ支払われる配当に対しても同等の軽減策を講
じなければならない（PhaseI ）。
(14)E C委員会と加盟国は PhaseI段階において，コミュニティにとってもっとも適当な共通法人税
制度を確立すべく代替的アプローチを検討すべきである（PhaseII）。
一法定法人税率一
(15)E C委員会は全加盟国の全企業の最低法定法人税率を，留保所得と配当所得とに関わらず，一律
30%とするような指令案を準備すべきである（PhaseI ）。
(16）全加盟国は最高法定法人税率40%を適用すべきである（PhaseI）。
(17）加盟国間においては法人所得税はただ一種類だけが存在すべきである。これが達成されないなら
ば，法定法人税率が固定されている状況で，地方所得税を計算に含めることにより，合算後の税率
が30%から40%に落ちつくようにすべきである（PhaseI）。
一組税誘因一
勧告はなし。
一法人税課税ベースー
(18)E C委員会は独立専門委員会をつくり，この報告書で明らかにされたような課税ベースに関する
諸問題を検討させ確固とした勧告をさせるべきである（PhaseI）。
（課税対象利益の定義）
(19)E C委員会は商法会計と税務会計との間の差異を少なくするような適当な方法を得るべきである
(Phase II）。
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（減価償却）
側EC委員会は減価償却実務に関する方法を指令案の形で提示すべきである。これは減価償却の基
礎としての歴史的原価を認めるものである。それは，建物以外の全ての償却可能資産の償却方法に
関して定率法と定額法のどちらかを納税者に選択させることが可能であろう。定率法の償却率によ
る償却額は定額法による償却額の3倍を越えてはいけない。同時に，誘因効果をもついかなる特別
償却制度も廃止されるべきである（PhaseI）。
ω建物の償却に関しては調和された統一的ルールが存在すべきであり，異なる資産カテゴリーに適
用されるような最低償却期間と最高償却率に関するルールも存在すべき。 EC委員会はこうした問
題に関する提案を，先述の専門委員会の適当な調査の後に指令の形で示すべきである（PhaseI）。
（無形資産）
勧告はなし。
（リー ス）
(2)E C委員会は指令の形で「のれん」や他の無形資産の減価償却に対する租税上の取扱いに関する
方法を提示すべきである。それはリースに関する基本的な所得税をもまた調和するものであるべき
である（PhaseI）。
（資産評価）
(23）営利企業は資産評価方法について先入先出法か後入先出法か，あるいは平均法かbase stock法
(stok outil)かを自由に選択できるが取消できないという方法を導入すべきである（PhaseI）。
（号｜当金）
(24)E C委員会は専門委員会の調査の後に，合意された会計実務に基づくかぎりにおいて勝手な限度
をつくらずに，不良債権やワラント債，外国為替などに対する控除を認めるような提案を指令の形
で導入するべきである（PhaseII)。
（退職給与引当金）
(25)E C委員会は専門委員会の研究の助けをかりて，緊急に，従業員の退職給与引当金に関する合意
に合致するような企業の引当金の控除性の調和に関する示唆をしめすべきである（PhaseI）。
（国籍がない労働者や外国年金基金に対する年金の控除性）
(26)E C委員会は，年金基金の存在に関わらず，あるいは継続的に支払われているどのような恩給が
同じ加盟国内において課税対象であるとしても関係なく，年金計画拠出分の課税控除であることを
確認するために， EC委員会はこの問題を解決するための研究を緊急に行うべきである（Phase
I ）。
（事業支出）
(27）貿易あるいは事業に関連するいかなる支出も控除可能であるという点に基づき， EC委員会は事
業支出控除のための共通ルールを指令の形で提示すべきである。（PhaseI）。
（本社経費）
(28)E C委員会は，本社経費配分と本社に対して供されるグループ内サービスの社内価格をインボイ
ス方式にするためのルールを指令の形で確立すべきである。親会社と子会社がある両国において「株
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主コスト」の非控除を避けるために，「株主コスト」の共通定義も上記ルールに定められるべきであ
る（PhaseI）。
（過小資本）
仰EC委員会は加盟国とともに，過小資本の定義と取扱いに対する共通したアプローチを調整する
行動をとるべきである（PhaseI）。
（租税損失）
側加盟国は企業の損失の繰延べと繰戻しに関する指令案を適用すべき（PhaseI ）。
（キャピタルゲイン）
(3DE C委員会は以下を指令の形で効果的に提示すべきである。償却可能なあるいは償却不可能な固
定資産についてのキャピタルゲ、インは，同様の資産に対して一定期間内に再投資される場合，課税
されるべきではない。ただし古い資産から新しい資産の課税ベースへ繰越しがある場合に限って課
税されるべぎである（PhaseI）。。2)EC委員会は以下を指令の形で効果的に提示すべきである。固定資産であれ他の支配株式であれ，
これらに対する一定期間内の再投資に対しては，支配株式の譲渡によるキャピタルゲインに対する
課税はなされるべきではない。ただし古い資産から新しい資産の課税ベースへ繰越しがなされてい
る場合に限り課税されるべきである。この提示の中において，支配株式概念の調和がなされるべき
で、ある（PhaseII)。
(3)E C委員会は以下を指令の形で効果的に提示すべきである。一定期間内に再投資がなされない場
合，固定資産と支配株式から実現したキャピタルゲ、インは法人基本税率と同じ税率で課税されるべ
きである。そして，固定資産とすべての金融資産から実現したすべてのゲインで資金公正要素でな
いものについては，取得原価を加味することによりインプレーションを考慮すべきである。同時に
損失は控除可能であるべきである（PhaseI）。
（法人税に関する他の諸点について）
(34)E C委員会は指令の形で共通適用税が支払われる日にちを調和させるための共通ルールを確立す
べきである（PhaseI）。
(35)E C委員会は，最低限の期間で適用されるという条件つきで，非法人企業が法人企業のように課
税されるというオプションをとることを認めるための共通ルールを確立すべきである（PhaseII)。
（混合ベースを用いた場合の地方事業税）
(36）地方事業税について複数のベースをもっている加盟国は中央政府による法人税の課税ベースと同
じーっの所得ベース課税に切り換えるべきである（PhaseII)。
4 ルーデイング報告の評価
4. 1共通化勧告の背景
ノレーディング報告は，上述のように，法定税率については最低30%，最高40%の共通税率を勧告
し，さらに課税ベースについては域内調和の必要性を示している。しかし，共通税率や課税ベース
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の調和を勧告する一方で，法定税率の調和や課税ベースの調和はEU域内の立地中立性を損なう主
な原因とはいえないと結論付けている。とりわけ課税ベースの調和は中立性の改善に対してほとん
ど影響を与えないという結論が出されている。この結論を導くために，報告書では通常の資本コス
トと法定税率や課税ベースを共通にした場合の資本コストとを比べ，その差があまり生じていない
ことを示している。このことは表4-1を用いて説明できる。
表4-1 法人税率と課税ベースの共通化が資本コストに与える影響 （%） 
基準値 共通税率 共通課税ベース 共通税率・課税ベー ス
国内 対外 対内 園内 対外 対内 圏内 対外 対内 国内 対外 対内
E C平均 5.7 7.1 7.1 5.7 6.8 6.8 5.9 7.3 7.3 5.9 7.0 7.0 
資料： Commissionof the European Communities (1992) , p.87, Table 4. 8より作成．
表4-1で，共通税率は37.5%である。基準値欄の圏内数値は， EC加盟国のなかのある国が自国
内への投資から税引後収益率5%をえるために必要とされる税引前収益率のEC平均値を表してい
る。同様に対外値は自国から他国への投資から税引後収益率5%をえるために必要とされる税引前
収益率のEC平均値を表しており，圏内値との差が大きければ資本輸出中立性が大きく損なわれて
いることを示すことになる。対内値は他国から自国への投資により税引後収益率5%を得るために
要する税引前収益率のEC平均値を示しており，国内値との差は資本輸入中立性との議離の程度を
示している。
ここで，基準値欄の国内値5.7%と対外値，対内値の7.1%を比べるとその差は1.4%であり，この
差の分だけ純圏内投資に比べると資本輸出中立性と資本輸入中立性が損なわれていることがわかる。
法定税率や課税ベースを共通化することにより，この差がどの程度変化するかを調べることにより，
こうした要素が資本中立性とどの程度関連性を有しているかが明らかになる。そこで共通税率の欄
をみると，圏内値5.7%と対外値，対内値の6.8%との差は1.1%となっており， 0.3%分だけ改善さ
れていることがわかる。同様に課税ベースを共通化した後の共通課税ベースの欄の数値をみてみる
と，国内値5.9%と対外値，対内値である7.3%との差は1.4%となっており，この差の値1.4%は，
基準値における差の値と等しいことがわかる。つまり，この場合，資本中立性に関していえば，課
税ベースの共通化はその改善に対してあまり貢献していない。さらに，法定税率の共通化と課税ベ
ースの共通化とを組み合わせた場合を表す最後の欄をみると，圏内値5.9%と対外値，対内値の7.0
%との差の値は1.1%となっており，法定税率のみを共通化した場合の差の値に等しい。ルーディン
グ委員会自身も報告書中で「・・・加盟諸国の法人課税ベースの多様性（例えば減価償却制度や資
産評価方法の多様性に基づくもの）は，投資立地決定に関する非中立性の要因としては比較的小さ
な要因である」と記している。12）このような分析結果を示しているにも関わらず，勧告部分では課税
ベースの税率の共通化を勧めているのには，いくつかの理由が考えられる。
まず考えられることは， EUが統合国家を目指しているという事実についてである。政治的・経
済的に強固な関連をもっ統合国家内において法人所得課税の調整を行う場合，理論的には共通税率
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による源泉地課税が最も適当である。
さらに，ここから一つの仮説を立てることができる。それは，従来から共同市場の創設および統
合国家建設を長期的に目指してきたEUにおいては，域外に比べてすでに相当程度法人税の法定税
率や課税ベースの共通化が進んでいるのではないか，またそのために，さらなる共通化の実行によ
って資本コストのばらつき改善に寄与しうる部分が少なくなっているのではないかという仮説であ
る。仮にこの仮説が正しげれば， EUでは他地域に比べてすでに相当程度に資本コストのばらつき
は収赦しており，このため税率や課税ベースのさらなる共通化推進によって改善しうる程度は小さ
いものの，このような傾向をいっそう推し進めることにより収数を進めようとする考え方も成り立
つことになる。
以下では資本コスト，法定税率，源泉税率の比較分析を行い上記の仮説を検証する。
表4-2 0 EC D22カ国の資本コスト（1991年現在） （%） 
国 名 資本コスト 国 名 資本コスト
OEC D平均値 5.9 
(E U加盟国） (E U非加盟国）
ベルギー 5.4 オーストラリア 7.1 
デンマーク 5.8 オーストリア 5.4 
フランス 5.4 カナダ 6.2 
ドイツ 5.8 フィンランド 5.6 
アイルランド 5.1 アイスランド 6.7 
イタリア 5.6 日本 6.5 
ノレクセンブノレグ 6.3 ニュージーランド 5.7 
オランダ 5.7 ノルウェー 6.7 
ポルトガル 5.2 スウェーデン 4.9 
スペイン 6.3 スイス 5.4 
イギリス 6.0 アメリカ合衆国 5.8 
標準偏差平均値 0.4 標準偏差平均値 0.7 
個人所得税は無視している。インフレ率は各国の実際の値を用いてい
る。加重平均法。
実質利子率は4.5%。標準偏差は単位なし。
資料： OECD(1991) p.145 Table 5 .10より作成．
表4-2は， OEC D諸国の資本コストを表している。左側にはEU加盟国中11カ国の資本コスト
を，右側には他の諸国11カ国のそれを記しである。左側官頭には， 22カ国すべての平均値を表して
いる。左側最下欄は， EU加盟11カ国の資本コストの標準偏差値であり，右側最下欄は他のOEC 
Dllカ国の標準偏差値である。ここからわかるように， EU加盟11カ国の標準偏差は0.4であるのに
対し， EU非加盟11カ国の標準偏差は0.7と比較的ぱらつきが大きくなる。このことから， OECD 
諸国の中でも EU加盟国聞における資本コストの収数の程度は，他の諸国間のそれに比べてかなり
高いことが明らかになった。さらに， EU加盟諸国に限ってその資本コストの収数の様子を時系列
的に示したのが以下の表4-3である。
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表4-3の最下欄の標準偏差を時系列でみるとわかるとおり，1980年から1991年にかけてEU内に
おける各国間の資本コストは相当程度に収赦してきたといえる。上記のように表4 2および4-3
から， EU加盟国間の資本コストのばらつきは，この10年間に相当程度に収赦してきており， 1991
年時点では他のOEC D諸国に比べてもかなり大きく収赦していることが明らかになったといえる。
表4-3 E U加盟諸国の資本コストの推移 （%） 
国 名
資本コスト
1960 1980 1991 
ベルギー 6.1 5.9 5.4 
デンマーク 5.2 5.3 5.8 
プランス 6.8 6.6 5.4 
ドイツ 7.3 7.4 5.8 
アイノレランド 4.7 4.8 5.1 
イタリア 4.0 5.0 5.6 
ルクセンフ、ル’グ 7.1 7.0 6.3 
オランダ 5.8 5.4 5.7 
ポルトガル 4.1 4.3 5.2 
スペイン 6.0 5.8 6.3 
イギリス 1. 7 5.7 6.0 
平均 5.3 5.7 5.7 
標準偏差 1. 7 0.9 0.4 
個人所得税は無視している。インフレ率は各国の実際の値を用いている。
実質利子率は 5%。加重平均法。 1991年現在。標準偏差は単位なし。
資料： Commissionof the European Communities (1992) , p.182, Table 
8.18. 
表4-3の最下欄の標準偏差を時系列でみるとわかるとおり，1980年から1991年にかけてEU内に
おける各国間の資本コストは相当程度に収赦してきたといえる。上記のように表4-2および4-3
から， EU加盟国間の資本コストのばらつきは，この10年間に相当程度に収赦してきており， 1991
年時点では他のOEC D諸国に比べてもかなり大きく収赦していることが明らかになったといえる。
他に，数値を表してその収数の程度を知ることができる要素として法定法人税率があげられるの
で，以下にそのEU加盟国の時系列的変化を示す。表4 4はEU加盟12カ国の法定法人税率の平均
値とその標準偏差の変化を時系列的に表したものである。
表4-4で，標準偏差は1980年の7.8から1991年には6.7へと小さくなっていることがわかる。これ
より，資本コストの場合ほど劇的な収数とはいえないものの， EU域内における法定法人税率の収
数も10年の聞に確実に進んでいたことが明らかになったといえる。
表4-4 E U加盟国における法定法人税率の推移
法人税率平均値（%）
（標準偏差）
1985 
46.9 
(7. 0) 
1991 
40.1 
(6. 7) 
資料： Commissionof the European Communities (1992) , p.173, 
Table 8.5より作成．
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以上より， EU域内では1980年代の10年間に資本コストと法定法人税率のばらつきが相当程度に
収赦していたという歴史的背景が明らかになった。そして，資本コストに関していえば，その収数
の程度は他のOEC D諸国に比べると相当に大きいことがわかる。
そして，このようなすでに起きていた収数傾向をさらに推し進めようとしたのが，ルーディング
委員会による共通化勧告である。相当程度に資本コストの収数が進んでいることからも，過去10年
間の税制改革の結果，実効税率もまた域内で収赦していることがわかる。13）そのため，その改善の余
地は比較的少ないかもしれないが，さらに法人税率や課税ベースの共通化を進める勧告を行うこと
により，域内経済活動により一層中立的な税制を作るためになされた勧告であったと捉えることが
できる。
ノレーデイング報告の定義によれば，「完全調和」（fulharmonization）とは，同一の課税ベース，
税率，税制度などが加盟各国間で提案ないし達成されている状態であり，また，「部分的調和」（par-
tial harmonization）とは，単一の課税ベース，税率，税制度というよりもむしろ課税ベースや最高・
最低法定税率が接近しつつある状態を意味している。14）このような概念からいえば，勧告が目指し
ているのはむしろこの部分的調和だ、った。そして，完全調和も部分的調和も共通実効税率の実現と
いう同じ目的をもっており，部分的調和がうまく行われればその効果は完全調和の場合と変わると
ころがない。
さらに，ルーディング委員会勧告では，実効税率が収赦することにより， EU域外諸国との関係
においてEU全体が確保しうる経済効率が増大するという効果を指摘している。このことは，以下
の簡単なモデルによって説明できる。15)
E U，アメリカ合衆国，日本から構成される世界経済を想定しよう。資本移動性が十分に高けれ
ば，法人税引後収益率が均等化する傾向がある。この結果，投資から得られる税引前収益率は法人
税率の低い国では低くなるという傾向が表れる。法人税の調和とは，法人税軽課国では実効税率を
高くして，重課国では実効税率を低くすることを意味する。そこで，法人による投資は税引前収益
率が低い固から高い国へと移動することになろう。これにより，軽課国の税収は滅り，重課国の税
収は増える。この結果として，調和に関わった各国の税収総額は増加することになる。なぜなら，
軽課国の税収減は重課国の税収増によって補って余りあるからである。つまり，資本はより生産効
率性の高い国へと移動する結果， EU全体の経済効率が上昇することになる。一方，この全体的な
効率の増加分は域内各国に対して不均等に分配されるだろう。調和の結果，資本の輸出が生じた国
では国家所得の損失が生じるだろうし，資本流入が生じた国では国家所得の増加が生じるであろう。
そして，法人税調和によるEU全体の所得増加分は世界の他国の支出によって賄われることになる。
例えば，ヨーロッパの平均実効税率が低下すれば， EU域内での資本需要が増大する。これにより，
E U域内の利子率が上昇し，アメリカ合衆国や日本から資本を呼び込む結果，こうした他国の生産
量や所得は減少するであろう。
このモデルで重要な点は実効税率の調和の程度であり，これが高い水準で設定された場合にはヨ
ーロツパから資本が流出し，域内全体の生産量や所得は減少することになろう。逆に，実効税率が
低い水準で調和されれば，ヨーロッパへの資本流入が進み，他国の支出によってEU全体の所得増
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加が発生することになる。
4.2 勧告の評価
これまで、ルーデイeング委員会が域内共通化勧告を行った背景を分析し、そこから域内の資本コ
ストが大きく収赦していたことを明らかにした。これによりある程度予想される実効税率の収数傾
向を、共通最高最低税率と課税ベースの調和によって、さらに推し進めることが可能で、ある。それ
により、域内の立地中立性はさらに高まるものと考えられる。
以下では、これまで検討してきた内容をふまえて、ルーディング委員会が勧告した内容について
批判的に検討していく。現実にEUで行われた勧告ではどのような問題が積み残されているのかを
明らかにし、立地中立性の基準からみて、より望ましい調整方法に近づくことが重要な目的である。
第 1の問題は、親子会社聞の国境配当所得に対しては源泉国での課税を免除するという「親子会社
間指令」をひきつづき支持すると同時に、その適用範囲の拡大を勧告している点である。 EU域内
でも国境配当所得の課税方法は原則的に源泉地主義であるから、配当所得については免税の取扱い
となり、報告はこの適用対象範囲をさらに広げることを勧告している。ルーディング委員会の分析
によれば、資本コストの低下に最も貢献する政策が、配当源泉課税の廃止であった。その試算によ
れば、資本コストのEU域内平均値7.1%は配当源泉課税の廃止により0.6ポイント減少し、 6.5%ま
で低下する。16）表4-5は「親子会社間指令」が採択されてから 6か月後のEU加盟国間の配当源泉
税率を表している。完全な課税免除を達成できている国はイギリスのみで、アイルランドとルクセ
ンプルクがこれに近づいていることがわかる。こうした勧告内容が実現されれば、域内資本移動を
高めるだろうことが予想されるが、新たな税源としてこれに替わる課税対象が必要とされる。
第2の問題は，域内国境所得フローに対する国際二重課税の除去に関し，配当所得課税について
は30%の域内共通税率による源泉地課税による調整を勧告している点である。部分的インピュテー
表4-5 E U加盟諸国聞における親子会社間の支払配当に対する源泉税率 （%） 
子 3三三』忌 ネ土
ドイ スペ ブラ アイ イタ ノレク円｜ポノレ｜イギギーマー ツ イン ンス ／レラ リア センン トガリス
ク ンド 7Jレ ノレ
グ
親会社
ベルギー 15.0 15.0 15.0 10.0 0.0 15.0 0.0 5.0 15.0 0.0 
デンマーク 15.0 10.0 10.0 0.0 0.0 15.0 0.0 0.0 10.0 0.0 
ドイツ 15.0 10.0 10.0 0.0 15.0 32.4 0.0 10.0 15.0 0.0 
スペイン 15.0 10.0 15.0 10.0 0.0 15.0 0.0 5.0 10.0 0.0 
フランス 10.0 0.0 10.0 10.0 24.0 15.0 5.0 5.0 15.0 0.0 
アイノレランド 15.0 0.0 15.0 25.0 10.0 15.0 5.0 0.0 25.0 0.0 
イタリア 15.0 15.0 10.0 15.0 15.0 0.0 0.0 0.0 15.0 0.0 
ルクセンプルグ 10.0 5.0 10.0 10.0 5.0 0.0 15.0 2.5 25.0 0.0 
オランダ 5.0 0.0 15.0 10.0 5.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 
ポルトガル 15.0 10.0 15.0 10.0 15.0 0.0 15.0 0.0 25.0 0.0 
イギリス 5.0 5.0 15.0 10.0 5.0 0.0 5.0 5.0 5.0 1.0 
税率は1991年1月現在。
資料： Commissionof the European Communities (1992) , p.263, Table 3A.18より作成．
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ション方式や完全インピュテーション方式により，すでに効果を得ている国もあり， 30%の共通税
率による源泉地課税を採用すれば，これらの効果が黙殺されることになる。域内の税体系に対する
配慮、が不足しているといえる。17)
第3の問題は， EU域外の第3国との問で発生する二重課税の除去についてである。ルーディン
グ委員会は租税条約ネットワークの拡大を勧告している。理論的には，域内で個人所得税と法人所
得税の統合を等しく取り扱っていれば，域外諸国との国際二重課税が除去可能だが，勧告では所得
税の統合の程度については当面，域内各国に任せておくべきとしている。配当所得税との統合の程
度を共通化するという課題を残している。
最後に，法定法人税率についてである。ルーディング委員会は最低税率30%と最高税率40%の設
定を勧告している。この税率を決めた理由について報告書では明確に記されていない。だが，表3
1からも明らかだ、ったように，域内の法定税率がおおむねこの税率幅の中に収赦していることを考
慮、したものと推察できる。先述のとおり，単一の共通税率を定めるのではなしこのように最低税
率と最高税率の設定を勧めていることについて，課税ベースの問題を含めて，ルーディング報告書
は完全調和というよりむしろ，部分的調和であると説明している。しかし， EU域内で統一的な最
低税率を設けることは域外の税率引下げについて柔軟な競争力を失う恐れがある。また，加盟国独
自の政策により非競争的な最高税率を設ける必要が生じる可能性から，統一的な最高税率設定も適
切とはいえないもいえる。こうした点で，勧告が対EU域外との租税競争および加盟各国の政治経
済事情や租税主権に対する配慮を欠いているといえる。18）また，課税ベースの調和については，調和
された課税ベースというものがあったとしても，それが適当なモデルかどうか明らかでないという
問題を含んでいる。例えば，課税ベースにはインフレに影響されないものと影響を受けるものが混
在しており，実効税率は源泉地国のインフレ率に依存することから，課税ベースの調整によって歪
みの除去される保証はないといえる。19)
4.3 望ましい調整方法と残された課題
これまでの分析から明らかになった，投資の立地中立性を充たしうるような，法人所得課税の望
ましい国際調整方法は以下のとおりまとめることができる。
まず，理論的には，（1）共通の課税ベースと税率による源泉地主義課税，（2）完全統合所得税制度の
下での全世界所得居住地課税と外国税額控除制度，の2つの方法によって立地中立性を満たすこと
が可能である。
次に，政治的・経済的枠組みは，（1）独立国家間，（2）連邦制度，（3）共同市場，の3つに分類できる。20)
政治的・経済的枠組と中立的課税方法との組み合わせを考察すると以下のように整理される。
(1）独立国家聞においては，統一された課税ベースと税率の採用に合意を得ることは事実上不可
能である。したがって，配当所得税との完全統合制度の下で全世界所得居住地課税と外国税額控除
制度を用いることにより，立地中立性を確保する方法が望ましい。21)
(2）連邦制度の場合，州聞においては共通の課税ベースと税率による源泉地課税によって立地中
立性を保つ方法が望ましい。この場合，州間の中立性のみを考慮するならば，配当所得税との完全
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統合の有無はこの中立性に影響しない。一方，他国との間の投資立地中立性を考慮に入れる場合に
は，完全統合が必要であることは注意を要する。22)
(3）共同市場の場合，域内各国間で課税ベースと税率の共通化に関する合意が得られれば，源泉
地課税によって域内の投資立地中立性を保つことができる。また，域外との間の立地中立性は完全
統合制度によって保つことができる。域内で課税ベースと税率の共通化についての合意が得られな
い場合には，完全統合制度の下で全世界所得居住地課税と外国税額控除制度を用いることにより，
域内と域外双方の投資立地中立性を確保することができる。23)
ノレーディング委員会勧告は， EU加盟国聞の実効税率の収数傾向などを踏まえて共通税率による
源泉地課税を勧告している。部分的調和が順調に進めば，確かに域内資本移動に対する税の歪みは
いっそう小さくなるだろう。ただし，域外との投資立地中立性を満たすという点からいえば，域内
各国の法人所得税と配当所得税との統合のレベルは均一であることが望ましい。統合のレベルにば
らつきがあれば，域外との閣の投資立地中立性が満たされない。したがって，域内各国にすでに存在
している二重課税除去の方法に委ねておくことは適当とはいえず，税体系全体におよぶ域内調和が
必要である。この場合，経済効率と国家主権のバランスをいかに確保するかが重要な問題となる。24)
最後に，経済効率と国家主権の問題に関連して， EUの最近の状況に触れてこう。表4-6は， E
U加盟諸国における法人税率および個人所得税率の概要を示したものである。この表と表3-1を比
較すると，ルーディング委員会の勧告以後もEU加盟諸国において租税調和がほとんど進んで、いな
いことが読みとれる。さらに経済環境の変化を考慮すると法人所得課税による歪みは1991年当時よ
りも増大しているとも推察できる。このことと対応して租税政策担当の欧州コミッショナ－ Mario 
Montiは1997年1月，「租税の問題では，各国の異なる制度や計画が競合し合い内部市場と加盟諸国
表4-6 E U加盟諸国の法人関係税率（1996年）
国 名 内る部法人留保税率に対aす
個高人税所率a得税の最
ベルギー 40.2 60.6 
デンマーク 34 61 
フランス 36.66 60.2 
ドイツ 56 57 
アイ／レランド 38 (10) 48 
イタリア 53.2 51 
ルクセンブルグ 40.3 51.3 
オランダ 35 60 
ポルトガル 39.6 40 
ギリシャ 35 45 
スペイン 36 56 
イギリス 33 40 
フィンランド 28 57.5 
スウェーデン 28 56 
オーストリア 34 50 
a.特別賦課，地方付加税を含む。
b.法人税率十［（1一法人税率）個人税率］－税額控除。
資料： Cnossen(l996),p.70, Table 1より抜粋。
（%） 
分得る税配法利率人潤b十個に対人所す 利高子個人に対所得す税る最率
55.1 15 
60.4 61 
61.5 19.4 
64.4 57 
58.1 42 
58.7 12.5 
55.6 51.3 
74 60 
42.2 20 
35 15 
60.6 56 
49.8 40 
28 28 
49.6 30 
48.5 22 
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の財政収入に対して破壊的な効果をもつに至っているJ と指摘している。25）彼の指摘にあるように
E Uの租税調和は今や緊急の課題となっているといえよう。ルーディング委員会の勧告はこの意味
で，先述のような諸問題を含んでいるとはいえ，現在時点においてもその意義を全く失っていない
といえる。
5 おわりに
ノレー ディング委員会は， EUにおける法人課税の調整ないし調和は市場の力だけでは達成されな
いことを強調し，調和のために必要な36項目の勧告を行った。これらの勧告が実施されれば加盟諸
国の資源配分の効率性が高まり， EUが目指す生活水準の向上が期待される。
しかしながら現在までのところ，ルーディング委員会の勧告は実施に移されていない。その要因
としては，各国の租税政策の意思決定が中立性ばかりでなく，公平性，租税構造，税収，経済状況
などを含めた高度の政治的意思決定に基づくことがあげられよう。 EU加盟諸国においては，独立
国家（国家主権）を基礎としたガイドラインに基づくソフトな租税協調を志向するOEC D諸国とは
異なり，超国家的連合としてのハードな租税協調が求められることにも一因があるといえよう。
いず、れにしても，資本移動に制約がなく財・サービスの移動が自由な統一市場をもっEUにおい
ては特に資本所得課税の調和が不可欠なことは言うまでもなしユ。 EUにおいてはしたがって，調和
へのプロセスに困難が伴うとしても，まず法人所得課税ベースに関して調和を図り，引き続いて税
率に関しても調和を図る必要で、あるといえる。
本稿では，ルーディング報告を中心に，投資立地中立性の観点から法人所得課税の国際調整と調
和の問題を検討した。この点で，分析対象がEU域内および、加盟諸国に偏った感があることは否め
ない。しかしながら，扱った諸問題の多くはOEC D諸国にも基本的に共通する問題であり，日本
やアメリカのケースにも適用できる。こうした独立国家間における租税調整と調和の問題の分析，
および租税調整よりも広範な観点を含む国際財政調整の問題の分析は今後の課題としたい。
注）
1) E U (European Union）は，ルーディング報告がまとめられた1992年当時は12カ国から構成
されるECであった。この後1993年にECはEUに移行し， 1995年にフィンランド，スウェーデン，
オーストリアが加わって，現在EUは15カ国から構成される。なお，ルーデイング報告と関連して
1992年当時の名称であるECを用いている場合以外は，本論文では原則として現在の名称であるE
Uを用いている。
2) 本稿では租税の中立性（投資立地中立性）に焦点を当てる。これは， OEC D諸国やEU諸国に
おいて，国際租税調整と調和の基本的目的が投資立地中立性の達成にあるからである。なお，投資
立地中立性の基準以外には，公平性，国家間の公平性などがある。 Musgrave-
行政区域間の公平（interjurisdictionalequity）という概念に焦点、が当てられている。 Musgrave 
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(1987）では，国際課税分野における重要な諸基準として，国家間の公平，個人間の公平（taxpayer
equity），投資の立地中立性 (locationalneutrality）の 3基準をあげている。ただし，国際租税調
整と調和の問題はこれら 3基準との関連にとどまらず，最終的には国際財政調整とも関連する。こ
の問題については， Musgrave-Musgrave(1990）を参照されたい。
3) 法人所得課税に関する最近の包括的議論としては， Cnossen(1993), Messere (1993), Mintz 
(1995), Head (1997）がある。
4) 国際租税調整に関しては， Andel(1983), Bird (1987), Musgarave (1987), Cnossen (1987, 1990 
a), Tanzi-Bovenberg (1990）を参照されたい。租税調整の定義はそれぞれの論者で異なる。例えば
租税調和に関して， Cnossenは独立国家・州の政府が租税制度の水準と構造，つまり租税のタイプ，
用いられる査定のベース，適用される税率について同意に至る過程と定義している。また， Tanzi-
Boven bergは， EC内での租税調和について， EC諸国内で各国の税制が調整されていき，租税の
関心が商品と生産要素のE・C諸国内での移動にもはや影響しなくなるようになるプロセスと定義し
ている。 Andelは，租税調和の目的は， EC加盟国の租税活動を，租税格差の一般的削減ではなく，
E C確立のための条約の諸目的と両立しうるようにすることと定義している。
5) Cnossen (1990）は，税制の競合や調和という両極をなす方法にはやや否定的な見解を示す一方
で，各国の税制の多様性を認めると同時にある程度の競合も必要であり，税制の差異が貿易，企業
立地，資本移動に及ぼす歪みを削減するような選択的調和が望ましいとしている白租税調整に関し
てはこのような見解が一般的であろう。
6) 国際二重課税の類型については， Musgrave(1987,1990）を参照されたい。
7) 源泉地原則と居住地原則の詳細については， Musgrave(1987, 1990), Vogel (1990）を参照され
たい。
8) 資本輸出中立性とは，資本輸出国の投資家が国内と海外のいずれに投資するとしても同様の投
資から得る所得に対して同一の限界実効税率に直面し，課税が投資立地の選択に対して中立的なこ
とをいう。この基準は先進国などの資本輸出国および居住地原則を採る諸国で採用されてきた。ま
た資本輸入中立性（CapitalImport Neutrality）とは，圏内および海外の投資家が資本輸入国にお
いて同様の投資を行う場合に同一の税引後収益率に直面し，資本輸入に対して中立的であることを
いう。 Devereux-Pearson(1990), Giovannini (1990a), Musgrave (1987), Sinn (1990), Slemrod 
(1988）を参照されたい。ただし，最近では，ポートブォリオ資本の移動性が高く有形資本の限界生
産物が等しくなる傾向をもっ，また， R&Dを含む本社サービスに要する費用を大規模な売上に拡
散させることによって利得をあげることができるといった点から，資本輸出中立性基準の重要性に
関して批判的見解が多くなってきている。例えば，Hu白auer(1992), Slemrod (1995), Grubert-Mutti 
(1995）を参照されたい。
9) 国際二重課税およびその調整の理論的，実証的側面については， Horst(1980), Hartman 
(1984, 1985), Boskin-Gale (1987), Bird (1987), Al worth (1988), Slemrod (1988), Sinn 
(1990), Razin-Sadka (1991, 1995), Devereux-Pearson (1990, 1995）を参照されたい。 Devereux-
Pearson (1990, 1995）では，税制の差異により各国間の資本コストが異なることを実証し立地中立性
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が損なわれていることを示している。 Hartman(1984, 1985）では中立性を資本輸出中立性と資本輸
入中立性とに分類し，海外投資が新規に行われる場合には外国税額控除制度により資本輸出中立性
が満たされるごとを明ちかにした。また，海外投資先で得られた所得の留保分から再投資が行われ
る場合には，投資先国内での税制上の取扱いが圏内企業と国外企業に対して同一であれば資本輸入
中立性が満たされることも明らかにした。さらに Baskin-Gale(1987）は， Hartman(1985）で行われ
たアメリカの海外直接投資に税制が及ぼす影響の測定を時系列的に延長して分析した結果，投資優
遇措置によって海外からの圏内投資が誘発されていることを明らかにしている。
10) ルーディング報告は， EC委員会の指示内容が広範なため，分析対象から非法人企業課税，個
人課税，貯蓄や社会保障に対する課税，租税以外の諸手段による競争の歪みの評価，現行法人所得
税に代わる法人税のタイプ（キャッシュ・フロー税，ロンドン財政研究所提案のAc E制度，アメリ
カ財務省提案のCBIT）などは分析の対象から除外している。 Commission of the European 
Communities (1992) , p.25.なお，キャッシュ・フロー税については Bird-McLure(1990), Musgrave 
(1990), AC E制度についてはIFS(1991), CB I TについてはUSDepartment of the Treasury 
(1992), Gravelle (1995）をそれぞれ参照されたい。
11) Commission of the European Communities (1992) , pp.203-219. 
12) Commission of the European Communities (1992) , p.37.詳細な分析は第5で行われている。
13) Commission of the European Communities (1992) , p.172. Table 8. 4. , p.183, Table 8. 20. 
14) Commission of the European Communities (1992) , p.19. 
15) Commission of the European Communities (1992) , pp.98-99. 
16) Commission of the European Communities (1992) , p.89, Table 4 .10. 
17) 部分的インピュテーション方式を採用している国はフランス，アイルランド，イギリス，完全
インピュテーション方式を採用している国はドイツ，イタリアである。
18) この点の指摘はGammie(1992）にみられる。
19) この点の指摘はDevereux(1992）にみられる。Devereuxではさらに，投資の立地決定に影響す
る要因は租税のみではなく，課税ベースの調和が投資決定に大きな影響をもっと期待するのは疑問
であるとしている。その他， Vanistendael(1992）は，一国の経済政策を強く反映する法人課税は，
限定的な事業や地域等での投資優遇税制を国ごとに様々に認めているが，法人税制の調和はこれに
対して否定的な’性格が強い点が懸念されるとしている。この二人の論者に共通している指摘として，
Yレーディング委員会の勧告において法人税ひいては租税体系はどうあるべきかについての長期的か
っ総合的な展望が欠けているいう点があげられる。
20) 政治的・経済的枠組みについては， Bird(1987), Musgarve (1987), Daly-Weiner (1993）を参
照されたい。
21) この課税方法はどの政治的・経済的枠組みの下でも立地中立性を満たす。 Giovannini(1990a, 
1990b), Sinn(1990）を参照されたい。ただし，この課税方法が実効的であるためには国境問所得フ
ローに関する情報の交換が不可欠である。この点に関して Giovannini-Hines(1991）は， EUについ
て，資本の移動可能性が非常に高い状況の下での租税調整は実効的でなししたがって資本所得フ
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ローの情報交換や情報開示などの制度上の整備が先決であると指摘している。
22) Musgrave (1987), Daly-Weiner (1993）を参照されたい。
23) Devereux and Pearson (1990）では，歪みを相当程度小さくする方法として 2つの選択肢を示
している。 1つは，居住地原則の税制を導入し， EU諸国全体の企業利潤に基づいて各国の税率で
課税することである。他の 1つは，これより急進的でない方法であって源泉課税を廃止することで
ある。
24) International Fiscal Association (1994), Tanzi (1995), Cnossen (1996), Cnossen-Bovenberg 
(1997), Radaelli (1997）を参照されたい。
25) Radaelli (1997) , p.5. 
付記
筆者の一人（古田）の研完は，文部省科学研究費（「中立性の観点からの法人企業課税ベースの再検
討J）から研究助成を受けた。
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